
 

 

 

 

社会経済及び環境問題の状況 
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世界人口及び地域別GDPシェアの推移

先進国、欧州のGDPシェアは減少を続ける一方、中国を含む
途上国のシェアが大きく拡大する見通し

○地域別GDPシェアの見通し

国連の中位推計によると、世界全体の人口は途上国を中心に
増大を続け 2050年には世界全体で90億人に達する見通し

○世界人口の見通し
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出典：国連” World Population Prospects The 2008 Revision”より作成 1

各国における急速な都市化の状況

都市人口は世界各地において増加傾向にあり、今後も急激に増加する見込み。欧州、北米等では都
市人口の伸びは緩やかになると見込まれているが、アジア、アフリカでは著しく伸びる見込み。

出典：環境省 ”平成22年版 環境・循環型社会・生物多様性白書”, 2010 2



世界の各国での一人あたりGDPの推移

2009年の一人当たりGDPは、先進国をはじめとして前年比で軒並み減少しているが、依然として
先進国と途上国間で5倍以上の開きがある。
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世界の食料生産の見通し

食料生産量は今後も増加を続ける見通し。2000年から2050年までの増加量は、穀物で約1.6倍、肉
類、乳製品、油料作物では約2倍となる見込み。
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※1970,1980,1990,2000年の値は、それぞれ1969と1971、1979と1981、1989と1991、1999と2001年の平均値。
※油料作物の生産量は、油に換算した場合の重量。
出典：FAO ” World agriculture: towards 2030/2050”より作成



世界の一人当たり食料消費の見通し①

世界全体の一人当たり食料消費は、2050年まで増加を続け、世界全体で一人一日当たり3,130kcal
となる見通し。また途上国を中心とした人口増加の影響により、2050年の食料消費の総量は2000年
比で約6割増となる見通し。
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出典：FAO ” World agriculture: towards 2030/2050”より作成 5

世界の一人当たり食料消費の見通し②

今後、先進国においては一人当たり食糧消費はほぼ横ばいとなる見通しだが、途上国等では2050
年まで増加を続ける見通し。
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出典：FAO ” World agriculture: towards 2030/2050”より作成

※1990年代のロシアにおける消費量減少は、生産資材と農産物の交易条件の悪化による農民の生産意欲の減退,価格自由化に伴う農産物価格の高騰
による消費者の購買力の低下等により、特に畜産物の消費が大幅に減少したことが主な原因と考えられている（平成8年度食料・農業・農村白書）。

6



各国の水資源量と人口

各国の年間1人当たりの水資源量には大きな差があり、また、人口が多い中国、インド等において水
資源量が少ないなど、水資源が偏在している状況。

出典：環境省 ”平成22年版 環境・循環型社会・生物多様性白書”, 2010

※水資源量＝国内流水量。
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東アジア域内の経済連携の状況

東アジア地域においては、ASEAN＋3（ASEAN10ヶ国と日中韓）やASEAN＋6（ASEAN＋3各国、インド、豪州及
びニュージーランド）の枠組みで広域経済連携を目指す動きが進展し、2010年から政府間の議論を開始。

出典：経済産業省”通商白書2010” 8



グリーンニューディール関連の動向①

●低炭素経済への移行計画
（Low-carbon transition plan）

○グリーンニューディール関連の動向（英国） ○グリーンニューディール関連の動向（米国）

●米国の再生及び再投資に関する2009年法律
（American Recovery and Reinvestment）（Low-carbon transition plan）

2009年7月、英国政府より公表。2020年
の英国の排出量を2008年比で18%削減
（1990年比で34%削減）するための方策

検討 英国 人 上

（American Recovery and Reinvestment）

2009年2月成立。 総額約7,872億ドル（約79兆円）の景気刺
激策。

＜環境関連部分の抜粋＞について検討。英国にて100万人以上の
雇用創出が期待。

素産業戦略

＜環境関連部分の抜粋＞
○クリーンにして効率的な米国のエネルギー

人々を目下の仕事に復帰させるために、及び将来における外国産
原油への依存を軽減するために、再生可能エネルギー生産の倍
増及び公共建築物の改修に向けての努力を強化し、これにより更
にエネルギ 効率を改善する

2009年3月、英国のビジネス・企業・規制改

革省とエネルギー・気候変動省により公表。
ポ

●低炭素産業戦略
（Low-carbon Industry Strategy）

にエネルギー効率を改善する。
・300億ドル以上を国内エネルギーの送電・配電・発電に係るシステ

ムの変革に投資
・50億ドルを所得の高くない世帯の家屋断熱等に投資
○道路、橋梁、公共交通機関及び水路の近代化

21世紀経済を構築するために 国内建設業者に雇用創出を約束し添付のレポートにて、英国の環境分野で今
後8年に40万人の新規雇用が可能との見
通し。

□重点4分野
①エネルギー効率化 ②再生可能エネルギー、原子力、炭素回収・貯

21世紀経済を構築するために、国内建設業者に雇用創出を約束し

なければならない。そのためにも、傷みの激しい道路・橋梁を再建
し、公共建築物を近代化し、そして人々を空気・水・土地を浄化する
仕事につけなければならない。

・165億ドルを連邦その他公共インフラの近代化に投資
・188億ドルを水の浄化 治水 環境再生に投資①エネルギ 効率化 ②再生可能エネルギ 、原子力、炭素回収 貯

留装置、高性能送配電網（スマートグリッド）等に関するインフラ整
備 ③低炭素型自動車の開発 ④低炭素ビジネスへの投資

・188億ドルを水の浄化、治水、環境再生に投資
・177億ドルを鉄道等公共交通網に投資。

出典：HM Government “The UK Low Carbon Transition Plan”, 2009
HM Government “Low Carbon Industrial Strategy: A Vision”, 2009
国立国会図書館 “Issue Brief 641 諸外国の「グリーン・ニューディール」―環境による産業・雇用の創出― “, 2009 より作成 9

グリーンニューディール関連の動向②

出典：環境省 “緑の経済と社会の変革” 10


